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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第57期

第３四半期連結
累計期間

第57期
第３四半期連結
会計期間

第56期

会計期間

自平成21年
２月１日
至平成21年
10月31日

自平成21年
８月１日
至平成21年
10月31日

自平成20年
２月１日
至平成21年
１月31日

売上高（百万円） 55,669 20,443 85,679

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）　
94 388 △1,370

四半期（当期）純損失(△）       （百万円） △595 △11 △1,124

純資産額（百万円） － 19,614 20,610

総資産額（百万円） － 39,653 42,237

１株当たり純資産額（円） － 2,652.09 2,745.23

１株当たり四半期（当期）純損失金額（△）（円） △81.33 △1.60 △145.83

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） － 48.9 47.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
57 － 733

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△842 － △1,991

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△325 － △1,216

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） － 3,183 4,298

従業員数（人） － 1,322 1,318

　

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期（当期）純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について重要な

変更はありません。

　

３【関係会社の状況】

　(１)当第３四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の連結子会社となりました。

　

名称　 住所
資本金

(千円)
主要な事業の内容

議決権の

所有割合（％）
関係内容

客楽思普勒斯

(上海)服飾有限公司
中国上海市 35,250

製造卸売グループ

(総合チャネル卸

売事業)

100.00

（100.00）

当社商品の検品・検針業務を行って

おります。

　(注)議決権の所有割合の(　)内は、間接所有割合で内数であります。

　

　(２)当第３四半期連結会計期間において、以下の連結子会社が解散しております。

名称　 住所
資本金

(千円)
主要な事業の内容

議決権の

所有割合（％）
関係内容

サロット株式会社 東京都港区 100,000

ＳＰＡグループ

（百貨店系ＳＰＡ

事業）

100.00

金融機関からの借入れに対し当社が

債務保証を行っております。

当社から建物を賃借しております。

当社に業務委託を行っております。

役員の兼任：１名

　　

４【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

 平成21年10月31日現在

従業員数（人） 　　　　1,322(625)

　（注）  従業員数は、就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループ

への出向者を含むほか、嘱託を含んでおります。）であり、（　）内に臨時従業員としてパートタイマー、アルバ

イト及び派遣社員の当第３四半期連結会計期間の平均人員（１日８時間換算）を外数で記載しております。

 

（２）提出会社の状況

 平成21年10月31日現在

従業員数（人） 687 (485)

　（注）　従業員数は、就業人員（当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含むほか、嘱託を含んでおり

ます。）であり、（　）内に臨時従業員としてパートタイマー、アルバイト及び派遣社員の当第３四半期会計期

間の平均人員（１日８時間換算）を外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【仕入及び販売の状況】

（１）仕入実績

　当第３四半期連結会計期間における事業部門別の仕入実績は、次のとおりであります。

区分 金額（百万円）

 製造卸売

 グループ

総合チャネル卸売事業 13,514

ＯＥＭ事業 601

小計 14,115

ＳＰＡ

 グループ

百貨店系ＳＰＡ事業 929

渋谷１０９系ＳＰＡ事業 1,139

小計 2,068

 消去 △274

 合計 15,909

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

（２）販売実績

①　当第３四半期連結会計期間における事業部門別の販売実績は、次のとおりであります。

区分 金額（百万円）

 製造卸売 

 グループ

 総合チャネル卸売事業 16,005

ＯＥＭ事業 787

小計 16,793

ＳＰＡ

グループ

百貨店系ＳＰＡ事業 1,652

渋谷１０９系ＳＰＡ事業 2,252

小計 3,904

消去 △254

合計 20,443

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年８月１日
　　至　平成21年10月31日）

金額（百万円） 割合（％）

株式会社しまむら 2,422 11.9

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

（１） 商標使用契約の締結

①　提出会社

　該当事項はありません。　

　

②　子会社

  該当事項はありません。 

 

（２） 商標使用契約の解約

　　該当事項はありません。

 

４【財政状態及び経営成績の分析】

（１）経営成績の分析

　当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、国の経済対策効果等により、徐々に回復の兆しが見え始めている

ものの、雇用や所得環境はいまだ好転しておらず、個人消費は将来への不安等により引き続き低迷しております。

　当アパレル業界も、百貨店、チェーンストアの店頭販売が低迷を続けており、企業間の価格競争がよりいっそう激し

くなり、収益改善には極めて厳しい状況が続いております。

このような状況におきまして、製造卸売グループは成長チャネルである通販、テレビショッピング等の無店舗チャ

ネル、ＳＰＡ・専門店向けのＯＥＭへの売上拡大に取り組んでまいりました。また、ＳＰＡグループでは百貨店との協

業によるＰＢの取組、本部経費削減、店舗運営の効率化による収益改善に注力してまいりました。

　以上の結果、売上高は、204億43百万円となりました。

これは製造卸売グループでは、無店舗チャネル向け販売、専門店向け販売が好調に推移したものの、主販路であるＧ

ＭＳをはじめ食品スーパーが低調であったことに加え、販売先の価格競争による販売単価の下落が影響しました。ま

たＳＰＡグループでは、百貨店との取組によるＰＢで新たな販路を開拓しましたが、ショッピングセンターモールを

はじめとした商業施設の店頭市況の冷え込みが影響したことによります。

営業利益は、３億20百万円となりました。

これは、売上総利益が58億76百万円となり、販売費及び一般管理費が55億55百万円となったことなどによります。

経常利益は、３億88百万円となりました。

これは、営業外収益が為替差益41百万円等により83百万円となり、営業外費用が15百万円となったことによります。

四半期純損益は11百万円の損失となりました。

これは、特別利益が10百万円となりましたが、特別損失が投資有価証券評価損１億35百万円、事務所移転費用48百万

円等により１億95百万円となり、法人税等調整額が１億93百万円となったこと等によります。
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（２）財政状態の分析 

（資産）

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、396億53百万円となり、前連結会計年度末に比べ25億84百万円の減少とな

りました。

流動資産は、257億74百万円となり、前連結会計年度末に比べ21億20百万円の減少となりました。流動資産の減少の

主な要因は、受取手形及び売掛金の減少17億95百万円、現金及び預金の減少11億15百万円であります。

固定資産は、138億79百万円となり、前連結会計年度末に比べ４億64百万円の減少となりました。固定資産の減少の

主な要因は、有形固定資産の増加４億86百万円があったものの、投資その他の資産の減少８億67百万円があったこと

によるものであります。

 

（負債）

当第３四半期連結会計期間末の負債は、200億39百万円となり、前連結会計年度末に比べ15億87百万円の減少となり

ました。

流動負債は、178億70百万円となり、前連結会計年度末に比べ16億75百万円の減少となりました。流動負債の減少の

主な要因は、未払法人税等の減少２億91百万円、短期借入金の減少２億75百万円であります。

固定負債は、21億69百万円となり、前連結会計年度末に比べ89百万円の増加となりました。固定負債の増加の主な要

因は、長期借入金の増加１億68百万円であります。

 

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末の純資産は、196億14百万円となり、前連結会計年度末に比べ９億96百万円の減少とな

りました。純資産の減少の主な要因は、利益剰余金の減少８億89百万円であります。

　

　（３）キャッシュ・フローの状況 

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期連結会計期間末

に比べ25億81百万円減少し、31億83百万円となりました。

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は、23億19百万円となりました。これは、税金等調整前四半期純利益２億4百万円、仕入

債務の増加19億69百万円となったものの、売上債権の増加38億99百万円、たな卸資産の増加14億83百万円となったこ

と等によるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果得られた資金は、１億28百万円となりました。これは、有形固定資産の取得による支出３億77百万円

となったものの、定期預金の払戻による収入５億円があったこと等によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、３億78百万円となりました。これは、長期借入れによる収入４億円があったものの、

短期借入金の純減少５億85百万円、配当金の支払１億43百万円があったこと等によるものであります。
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　（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありませ

ん。また、新たに生じた課題はありません。  

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等は次のと

おりであります。

 

①基本方針の内容

　昨今、新しい法制度の整備や企業構造・企業文化の変化等を背景として、対象となる会社の経営陣と十分な協議

や合意のプロセスを経ることなく、突如として大量の株式の買付を強行するといった動きが顕在化しつつあります。

　株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすも

の、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの等、当社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少

なくありません。

　当社の株式の買付を行う者が、当社グループの企業価値の源泉、独自性を十分理解し、これらを中長期的に確保し、向

上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。 

　当社取締役会は、当社株式に対する買付行為が行われた際に、不適切な買付行為を防止するか否かを株主の皆様が判

断するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために交渉を行うこと等により、株主共同の利益に反す

る買付行為を抑止するための枠組みが必要不可欠であると判断しております。

 

②基本方針実現への取組み

　当社は、今後もコーポレート・ガバナンスに重点を置いた経営を行っていく所存です。現在、当社の監査役４名

のうち、２名は独立性の高い社外監査役であり、取締役の業務執行を監視できる体制となっております。

　また、経営陣の責任を明確化するため、当社の取締役の任期は１年としております。加えて、取締役会による監

視機能を強化するために、取締役７名の内２名が社外取締役となっております。

③不適切な者によって会社の財務及び事業方針の決定が支配されることを防止するための取り組み

　当社は、平成18年４月25日開催の第53回定時株主総会において、当社株券等の大量買付行為に関する対応策として、

買収防衛策の導入を決議いたしました。次いで、平成19年４月25日開催の第54回定時株主総会において、当該買収防衛

策の一部修正と継続を決議いたしました。

 

(ⅰ)買収防衛策の概要

　当社株券等に対する買付等が行われる場合に、買付者又は買付提案者（以下、併せて「買付者等」といいます。）に

対し、事前に当該買付等に関する情報の提供を求め、当社が、当該買付等についての情報収集、検討等を行う期間を確

保した上で、株主の皆様に当社経営陣の計画や代替案等を提示したり、買付者等との交渉等を行っていくための手続

を定めています。

　買付者等が定められた手続に従うことなく買付を行う等、買付者等による買付等が当社の企業価値、株主共同の利益

を害するおそれがあると認められる場合には、当社は、当該買付者等による権利行使は認められないとの行使条件及

び当社が当該買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得する旨の取得条項が付された新株予約権

を、その時点の全ての株主に対して新株予約権無償割当ての方法により割り当てます。

　なお、本新株予約権の無償割当ての実施、不実施又は取得等の判断については、当社取締役会の恣意的判断を排する

ため、独立委員会規則に従い、当社経営陣から独立した社外者のみから構成される独立委員会（以下「独立委員会」

といいます。）の判断を経るとともに、株主の皆様に適時に情報開示を行うことにより透明性を確保することとして

います。
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(ⅱ)買収防衛策の発動に係る手続

(a)対象となる買付等

　新株予約権は、以下に該当する買付又はこれに類似する行為（以下、併せて「買付等」といいます。）がなされたと

きに、定められた手続に従い無償割当てがなされることとなります。

・当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付。

・当社が発行者である株券等について、公開買付に係る株券等の株券等所有割合及びその特別関係者の株券等所有割

合の合計が20％以上となる公開買付。

 

(b)買付者等に対する情報提供の要求

　買付等を行う買付者等は、買付等の実行に先立ち、当社に対して、買付等の内容の検討に必要な情報及び当該買付者

等が買付等に際して当該買収防衛策に定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書面（以下、「買付説明書」

といいます。）を、当社の定める書式により提出していただきます。

　当社取締役会は、買付説明書を受領した場合、速やかに独立委員会に提供するものとします。

 

(c)買付等の内容の検討、買付者等との交渉及び代替案の提示

・当社取締役会に対する情報提供の要求

　独立委員会は、買付者等から買付説明書及び独立委員会が追加提出を求めた必要情報が提出された場合、当社取締役

会に対しても、独立委員会が定める合理的な期間内に買付者等の買付等の内容に対する意見、その根拠資料及び代替

案その他独立委員会が適宜必要と認める情報、資料等を速やかに提示するよう要求することがあります。

・独立委員会による検討作業

　買付者等及び当社取締役会から情報、資料等の提供が充分になされたと独立委員会が認めた場合、独立委員会は、原

則として最長60日間の検討期間（以下「独立委員会検討期間」といいます。）を設定し、当社の企業価値、株主共同の

利益の確保・向上の観点から、買付者等の買付等の内容の検討、当社取締役会による代替案の検討及び買付者等と当

社取締役会の事業計画等に関する情報収集、比較検討等を行います。

買付者等は、独立委員会検討期間が終了するまでは、買付等を開始することはできないものとします。

・株主に対する情報開示

　独立委員会は、買付説明書の提出の事実及びその概要並びに本必要情報の概要その他の情報のうち独立委員会が適

切と判断する事項について、適切と判断する時点で株主の皆様に対する情報開示を行います。

 

(d)独立委員会における判断方法

　独立委員会は、買付者等が出現した場合において、所定の手続に従い、当社取締役会に対する勧告を行うものとしま

す。なお、独立委員会が当社取締役会に対して勧告又は決議をした場合その他独立委員会が適切と考える場合には、当

該勧告又は決議の事実とその概要その他独立委員会が適切と判断する事項について、速やかに情報開示を行います。

 

(e)取締役会の決議

　当社取締役会は、独立委員会から上記勧告を受けた場合には、これを最大限尊重して速やかに、新株予約権無償割当

ての実施又は不実施等に関する決議を行うものとします。

　当社取締役会は、上記取締役会決議を行った場合速やかに、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事

項について、情報開示を行います。
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④当該買収防衛策が基本方針に沿い、当社の株主の共同の利益を損なうものでなく、当社の役員の地位の維持を目的　

　　　　　　とするものでないことの理由

(a)買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること

　経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防

衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、

必要性・相当性の原則）を完全に充足しています。

 

(b)株主共同の利益の確保・向上の目的をもって継続されていること

　当該買収防衛策は、当社株券等に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の皆様が判断

し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付者等

と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという

目的をもって継続されたものです。

 

(c)株主意思を重視するものであること

　当該買収防衛策は、当社の定時株主総会において承認可決の決議がなされ継続されたものです。また、有効期限の満

了前であっても、株主総会において当該買収防衛策を廃止する旨の決議が行われた場合には、その時点で廃止される

ことになり、その意味で、株主の皆様のご意向が反映されることとなっております。

 

(d)独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

　当社は、当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために本プランの発動等の運用に際しての実質的な判断

を客観的に行う機関として、独立委員会を設置しております。

　当社株式に対して買付等がなされた場合には、独立委員会が、独立委員会規則に従い、当該買付等が当社の企業価値、

株主共同の利益を毀損するか否か等の実質的な判断を行い、当社取締役会はその判断を最大限尊重して会社法上の機

関としての決議を行うこととします。

　独立委員会によって、当社取締役会が恣意的に当該買収防衛策の発動等の運用を行うことのないよう、厳しく監視す

るとともに、同委員会の判断の概要については株主の皆様に情報開示をすることとされており、当社の企業価値、株主

共同の利益に適うように透明な運営が行われる仕組みが確保されています。

 

(e)合理的な客観的発動要件の設定

　当該買収防衛策は、予め定められた合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定され

ており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。

 

(f)第三者専門家の意見の取得

　独立委員会は、買付者等が出現すると、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コ

ンサルタントその他の専門家を含みます。）の助言を得ることができることとされています。これにより、独立委員会

による判断の公正さ・客観性がより強く担保される仕組みとなっています。

 

(g)当社取締役の任期は１年であること

　当社取締役の任期は１年とされております。したがって、毎年の取締役の選任を通じても、株主の皆様のご意向を反

映させることが可能となります。

 

(h)デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと

　当該買収防衛策は、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により廃止することができるものと

されており、当社の株券等を大量に買い付けた者が、当社株主総会で取締役を指名・選任し、かかる取締役で構成され

る取締役会により、廃止することが可能です。

　従って、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛

策）ではありません。

　また、当社取締役の任期は１年とされており、期差任期制とはならないため、スローハンド型買収防衛策（取締役会

の構成員の交替を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありませ

ん。

 

（５）研究開発活動

　該当事項はありません。 
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第３【設備の状況】
     １　主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、株式会社ヴェント・インターナショナルが、設備の新設を行ったことに

より、同社の店舗設備が新たに当社グループの主要な設備となりました。その設備の内容は次のとおりでありま

す。

 国内子会社

会社名　　　　　　
　　

事業所名
（所在地）　

事業部門の名称 設備の内容　

帳簿価額（百万円）　　
従業員数
（名）　

建物及び
構築物

機械装置及
び運搬具　

土地

（面積㎡）
その他 合計　

株式会社

ヴェント・

インターナ

ショナル 

　

LIZLISA　

岡山一番街

（岡山市北区） 

渋谷109系

ＳＰＡ事業
店舗設備 14 －

－　
（－）

１ 15
2

（－）

　

（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　２　帳簿価額の「その他」は「工具器具及び備品」、「長期前払費用」であります。

　　　３　上記事業所は建物の全部を賃借しております。

　　　４　従業員数は就業人員であり、(　)内に臨時従業員としてパートタイマー、アルバイト及び派遣社員の当第３

　　　　　四半期連結会計期間の平均人員（１日８時間換算）を外書で記載しております。　　　

　　　　　

　

　    ２　設備の新設、除却等の計画

（１）重要な設備計画の完了

 　 当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等

  について完了したものはありません。

 

（２）重要な設備計画の変更

　　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等

　について、重要な変更は次のとおりであります。

　

　新設

  　総合チャネル卸売事業において当社の営業設備・事務所棟を新設する計画については、ショールーム設備の

　充実を目的として計画の一部を変更したため、投資予定金額を当初の898百万円から1,031百万円に変更しまし

　た。

　　これにより完了予定年月は平成21年10月から平成21年12月に延期しております。　

 

（３）新たに確定した重要な設備計画

　当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は次のとおりであります。　

　

会社名　　　　　　
　　

事業所名
（所在地）　

事業部門の名称 設備の内容　
投資予定額（百万円）　

資金調達方法 着手　 完了　
完成後の
増加能力　総額 既支払額　

株式会社

ヴェント・

インターナ

ショナル 

　
　

LIZLISA　doll

浦和御園店

（さいたま市緑区） 

渋谷109系

ＳＰＡ事業
店舗設備 20 －　 自己資金 平成21年11月平成21年12月

売場面
積増加

TRALALA

天神コア店

（福岡市中央区）　　

渋谷109系

ＳＰＡ事業
店舗設備　 27　 － 自己資金　 平成21年11月平成21年12月

売場面
積増加

　

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 31,600,000

計 31,600,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末　
現在発行数（株）
（平成21年10月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年12月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 　    7,718,800    7,718,800　　　　

  東京証券取引所市場  

第二部及び名古屋証券 

取引所市場第二部

単元株式数は100株 

計     7,718,800     7,718,800 － －

　（注）　提出日現在の発行数には、平成21年12月１日からこの四半期報告書提出日までの旧商法に基づき付与された新株

引受権の行使により発行された株式数は、含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

①　旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権の状況

（平成12年11月13日臨時株主総会決議）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成21年10月31日）

新株予約権の数 －

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －　　　

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（注）５ 63,800株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり1,250円

新株予約権の行使期間
　　　　　　　　平成14年11月14日から　　        

　　　　　　　　平成22年11月12日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

　　　　　　　　発行価格　　 1,250円

　　　　　　　　資本組入額　　 625円

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１　権利付与後、当社が時価を下回る価額で新株発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整により生

じる１円未満の端数は切り上げます。

    
既発行株式数 ＋

（新規発行株式数×１株当たり払込金額）

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

また、株式分割又は併合を行う場合、発行価額は当該分割又は併合の比率に応じ比例的に調整されるものと

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

２　権利付与後、当社が株式分割又は併合を行う場合、新株引受権により発行される株式の数は、次の算式により

調整されるものとし、調整により生じる１株未満の株式は切り捨てます。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

３　新株引受権の行使の条件は、次のとおりであります。

①　権利行使に係わる価額の１年間の合計額が１千万円を超えないこと。

②　次に定める場合は、新株引受権を喪失する。

(a）定年退職以外の事由により退職した場合

(b）禁固以上の刑に処せられた場合

(c）当社の就業規則により懲戒解雇又は諭旨退職の制裁を受けた場合

(d）当社以外の衣料品販売業を目的とする会社の役職員に就任した場合（当社の書面による承諾を事前に

得た場合を除く。）

(e）その他の条件については、平成12年11月13日開催の臨時株主総会決議及び同日開催の取締役会決議に基

づき、当社と付与対象者との間で締結した「新株引受権付与契約証書」に定める。

４　新株引受権の譲渡、担保権の設定をすることはできません。

５　新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会決議における新株発行予定数から、新株引受権の行使によ

り発行された株式数及び退職により権利を喪失した者の新株予約権の目的となる株式の数を減じておりま

す。
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（平成14年３月26日臨時株主総会決議）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成21年10月31日）

新株予約権の数  －

新株予約権のうち自己新株予約権の数 　　 －　　 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（注）５ 99,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり1,250円

新株予約権の行使期間
　　　　　　　平成16年３月27日から

　　　　　　　平成24年３月25日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

　　　　　　　発行価格　　 1,250円

　　　　　　　資本組入額　　 625円

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －　

　（注）１　権利付与後、当社が時価を下回る価額で新株発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整により生

じる１円未満の端数は切り上げます。

    
既発行株式数 ＋

（新規発行株式数×１株当たり払込金額）

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

また、株式分割又は併合を行う場合、発行価額は当該分割又は併合の比率に応じ比例的に調整されるものと

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

２　権利付与後、当社が株式分割又は併合を行う場合、新株引受権により発行される株式の数は、次の算式により

調整されるものとし、調整により生じる１株未満の株式は切り捨てます。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

３　新株引受権の行使の条件は、次のとおりであります。

①　権利行使に係わる価額の１年間の合計額が１千万円を超えないこと。

②　次に定める場合は、新株引受権を喪失する。

(a）定年退職以外の事由により退職した場合

(b）禁固以上の刑に処せられた場合

(c）当社の就業規則により懲戒解雇又は諭旨退職の制裁を受けた場合

(d）当社以外の衣料品販売業を目的とする会社の役職員に就任した場合（当社の書面による承諾を事前に

得

　　た場合を除く。）

(e）その他の条件については、平成14年３月26日開催の臨時株主総会決議及び同日開催の取締役会決議に基

づき、当社と付与対象者との間で締結した「新株引受権付与契約証書」に定める。

４　新株引受権の譲渡、担保権の設定をすることはできません。

５　新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会決議における新株発行予定数から、新株引受権の行使によ

り発行された株式数及び退職により権利を喪失した者の新株予約権の目的となる株式の数を減じておりま

す。
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②　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の状況

（平成18年４月25日定時株主総会決議）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成21年10月31日）

新株予約権の数 　2,055個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 　 －　 

新株予約権の目的となる株式の種類 　普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　（注）６ 　205,500株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり3,200円

新株予約権の行使期間
　　　　　　　平成20年５月１日から

　　　　　　　平成25年４月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

　　　　　　　発行価格　　　3,200円

　　　　　　　資本組入額　　1,600円

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　　　－　　 

　（注）１　新株予約権１個当たりの目的となる株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株であります。なお、新株

予約権を発行する日（以下「発行日」という。）以降、当社が当社普通株式の株式分割又は株式併合を行な

う場合、付与株式数を次の算式により１株未満の端株を切り捨てて調整し、新株予約権の目的となる株式の

総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使又は消却されていない新株予約権の総数を乗じた数としており

ます。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

また、発行日以降、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行なう場合等、付与株式数の調整を必要とするや

むを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で付与

株式数を調整し、新株予約権の目的となる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使又は消却され

ていない新株予約権の総数を乗じた数としております。

２　新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、各新株予約権の行使により発行又は移転する株式１株当た

りの払込金額（以下「払込価額」という。）に付与株式数を乗じた金額としております。なお、発行日以降、

以下の事由が生じた場合は、払込価額をそれぞれ調整するものとしております。

①　当社が当社普通株式の株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整の結果生

じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後払込価額 ＝調整前払込価額 ×
１

分割・併合の比率

②　当社が時価を下回る価額で当社普通株式について、新株式を発行又は自己株式を処分する場合（新株予約

権の行使、転換予約権付株式の転換予約権の行使、「商法等の一部を改正する等の法律」（平成13年法律

第79号）附則第５条第２項の規定並びに商法第221条ノ２の規定（単元未満株式の受渡請求）に基づく自

己株式の譲渡及び「商法等の一部を改正する法律」（平成13年法律第128号）施行前の転換社債の転換の

場合を除く。）は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また自己株式を処分する場合、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読

み替えるものとします。

③　当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、払込価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じ

たときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で払込価額を調整するもの

とします。 
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３　新株予約権の行使の条件は、次のとおりであります。

①　対象者は、権利行使時において当社の取締役及び従業員並びに当社子会社の取締役及び従業員の地位にあ

ること。

②　その他の条件については、平成18年４月25日開催の定時株主総会決議及び平成18年４月27日開催の取締役

会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締結する「新株予約権割当契約書」により定めております。

４　新株予約権の消却事由及び条件については、当社は、いつでも、当社が取得し保有する未行使の新株予約権を、

無償にて消却することができるものとしております。

５　新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要するものとしております。

 　　 　６  新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、権利を喪失した者の　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　            新株予約権の目的となる株式の数を減じております。

 

（３）【ライツプランの内容】

  当社は、平成18年４月25日開催の第53回定時株主総会において、買収防衛策の導入を決議しております。ま

た、平成19年４月25日開催の第54回定時株主総会において、買収防衛策の継続を決議しておりますが、当該買収

防衛策に基づく新株予約権は発行しておりませんので、該当事項はありません。 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成21年８月１日～　　

平成21年10月31日 
－ 7,718,800 － 1,944 － 2,007

 

（５）【大株主の状況】

　　　　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま　

　　　せん。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することができませんの

で、直前の基準日である平成21年７月31日現在で記載しております。　　

①【発行済株式】 

                                                                               平成21年７月31日現在

 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式　　　 400,800　　　　

　　　　　
－ －

完全議決権株式（その他）          普通株式　　 7,314,900     73,149 －

単元未満株式 普通株式　　　   3,100 － －

発行済株式総数     7,718,800 － －

総株主の議決権 －     73,149 －

  

②【自己株式等】

                                                                                平成21年７月31日現在 

所有者の氏名 　　　　　
　　　又は名称

所有者の住所
　自己名義   
所有株式数
（株）

他人名義  
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数　　
に対する所有　　　　
　株式数の割合

(％)

クロスプラス株式会社
名古屋市西区花の木三丁目

９番13号
    400,800 －     400,800     5.19

計 －     400,800    －     400,800     5.19

 （注）平成21年10月31日現在の自己株式は、400,800株であります。

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年　
２月

３月 ４月　 ５月　 ６月　 ７月 ８月 ９月 10月

最高（円） 1,165 1,150 1,200 1,160 1,296 1,280    1,101    1,016    969

最低（円） 1,066 989 1,005 1,040 1,070 1,145    985     916     821

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３【役員の状況】

(1) 新任役員

　　該当事項はありません。

(2) 退任役員 

　　該当事項はありません。

(3) 役職の異動 

　　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第１四半期連結会計期間（平成21年２月１日から平成21年４月30日まで）から、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成21年８月１日から平

成21年10月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年２月１日から平成21年10月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツと

なっております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年10月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,183 4,298

受取手形及び売掛金 ※5
 16,459

※5
 18,254

商品 4,912 3,829

原材料及び貯蔵品 93 120

その他 1,135 1,401

貸倒引当金 △9 △8

流動資産合計 25,774 27,894

固定資産

有形固定資産 ※1,※2
 6,637

※1,※2
 6,151

無形固定資産

のれん 876 783

その他 1,292 1,469

無形固定資産合計 2,168 2,252

投資その他の資産 ※3
 5,072

※3
 5,939

固定資産合計 13,879 14,343

資産合計 39,653 42,237

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※5
 12,542

※5
 12,590

短期借入金 1,990 2,265

1年内返済予定の長期借入金 281 201

未払法人税等 23 314

賞与引当金 272 137

返品調整引当金 75 80

ポイント引当金 59 69

事業整理損失引当金 38 －

その他 2,586 3,886

流動負債合計 17,870 19,545

固定負債

長期借入金 454 286

退職給付引当金 1,263 1,256

役員退職慰労引当金 305 325

その他 144 212

固定負債合計 2,169 2,080

負債合計 20,039 21,626
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年10月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年１月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,944 1,944

資本剰余金 2,007 2,007

利益剰余金 15,792 16,681

自己株式 △531 △523

株主資本合計 19,212 20,109

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 236 150

繰延ヘッジ損益 △20 △131

為替換算調整勘定 △21 △17

評価・換算差額等合計 195 1

少数株主持分 206 500

純資産合計 19,614 20,610

負債純資産合計 39,653 42,237
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年２月１日
　至　平成21年10月31日)

売上高 55,669

売上原価 40,082

売上総利益 15,587

返品調整引当金戻入額 80

返品調整引当金繰入額 75

差引売上総利益 15,592

販売費及び一般管理費 ※
 16,889

営業損失（△） △1,296

営業外収益

受取利息 17

受取配当金 45

デリバティブ解約益 1,222

その他 151

営業外収益合計 1,436

営業外費用

支払利息 28

賃貸収入原価 10

その他 6

営業外費用合計 45

経常利益 94

特別利益

投資有価証券売却益 1

償却債権取立益 0

特別利益合計 1

特別損失

固定資産売却損 3

減損損失 56

投資有価証券評価損 135

事業整理損 153

その他 165

特別損失合計 514

税金等調整前四半期純損失（△） △418

法人税、住民税及び事業税 53

法人税等調整額 131

法人税等合計 184

少数株主損失（△） △7

四半期純損失（△） △595
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年８月１日
　至　平成21年10月31日)

売上高 20,443

売上原価 14,546

売上総利益 5,896

返品調整引当金戻入額 55

返品調整引当金繰入額 75

差引売上総利益 5,876

販売費及び一般管理費 ※
 5,555

営業利益 320

営業外収益

受取利息 4

受取配当金 1

為替差益 41

その他 36

営業外収益合計 83

営業外費用

支払利息 9

賃貸収入原価 3

その他 3

営業外費用合計 15

経常利益 388

特別利益

投資有価証券売却益 1

貸倒引当金戻入額 9

特別利益合計 10

特別損失

投資有価証券評価損 135

事務所移転費用 48

その他 11

特別損失合計 195

税金等調整前四半期純利益 204

法人税、住民税及び事業税 14

法人税等調整額 193

法人税等合計 208

少数株主利益 8

四半期純損失（△） △11
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年２月１日
　至　平成21年10月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △418

減価償却費 616

減損損失 56

のれん償却額 300

賞与引当金の増減額（△は減少） 135

事業整理損失引当金の増減額（△は減少） 38

受取利息及び受取配当金 △62

支払利息 28

デリバティブ解約益 △1,222

投資有価証券評価損益（△は益） 135

事業整理損失 153

売上債権の増減額（△は増加） 1,794

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,056

仕入債務の増減額（△は減少） △48

その他 △482

小計 △32

利息及び配当金の受取額 66

利息の支払額 △28

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △337

デリバティブ解約による収入 494

その他の支出 △105

営業活動によるキャッシュ・フロー 57

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 500

有形固定資産の取得による支出 △893

子会社株式の取得による支出 △680

差入保証金の差入による支出 △53

差入保証金の回収による収入 269

その他 14

投資活動によるキャッシュ・フロー △842

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △275

長期借入れによる収入 400

長期借入金の返済による支出 △151

自己株式の取得による支出 △8

配当金の支払額 △290

財務活動によるキャッシュ・フロー △325

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,114

現金及び現金同等物の期首残高 4,298

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,183
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年10月31日）

　

１. 連結の範囲に関する

事項の変更

　

（１）連結の範囲の変更

　 　当第３四半期連結会計期間より、客楽思普

   勒斯（上海）服飾有限公司を新たに設立した

   ため、連結の範囲に含めております。　　　

（２）変更後の連結子会社の数

　 ６社　　　

　

２．会計処理基準に関す

る事項の変更

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

　 たな卸資産

　　 通常の販売目的で保有するたな卸資産につ

   いては、従来、月次総平均法による原価法（

　 ただし、季越品については販売可能価額まで

   評価下げをしております。）によっておりま

   したが、第１四半期連結会計期間より「棚卸

   資産の評価に関する会計基準」（企業会計基

   準第９号　平成18年７月５日公表分）が適用

   されたことに伴い、月次総平均法による原価

   法（貸借対照表価額については収益性の低下

   に基づく簿価切下げの方法）により算定して

   おります。

　　 なお、この変更に伴う損益に与える影響は

   軽微であります。 

（２）リース取引に関する会計基準の適用　　

　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に

   ついては、従来、賃貸借取引に係る方法に準

   じた会計処理によっておりましたが、「リー

   ス取引に関する会計基準」（企業会計基準第

   13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第

   一部会）、平成19年３月30日改正））及び

　 「リース取引に関する会計基準の適用指針」

　 （企業会計基準適用指針第16号（平成６年１

　 月18日（日本公認会計士協会会計制度委）、

　 平成19年３月30日改正））が平成20年４月１

   日以後開始する連結会計年度に係る四半期連

   結財務諸表から適用することができることに

　 なったことに伴い、第１四半期連結会計期間

   からこれらの会計基準等を適用し、通常の売

   買取引に係る会計処理によっております。ま

   た、所有権移転外ファイナンス・リース取引

   に係るリース資産の減価償却の方法について

   は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

   零とする定額法を採用しております。

　　 ただし、リース取引開始日が適用初年度開

   始前の所有権移転外ファイナンス・リース取

   引については、通常の賃貸借取引に係る方法

   に準じた会計処理を引き続き採用しておりま

   す。 

　　 なお、この変更に伴う損益に与える影響は

   ありません。
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【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年10月31日）

　

　１．固定資産の減価償却費

の算定方法

　定率法を採用している資産については、連

結会計年度に係る減価償却費の額を期間按

分して算定する方法によっております。

　

　２．法人税等並びに繰延税

金資産及び繰延税金負債の

算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加

味する加減算項目や税額控除項目を重要な

ものに限定する方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関し

ては、前連結会計年度末以降に経営環境等、

かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化

がないと認められる場合には、前連結会計

年度において使用した将来の業績予測や

タックス・プランニングを利用する方法を

適用しており、前連結会計年度末以降に経

営環境等、又は、一時差異等の発生状況に著

しい変化が認められた場合には、前連結会

計年度において使用した将来の業績予想や

タックス・プランニングに当該著しい変化

の影響を加味したものを利用する方法を適

用しております。

　

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。　

　

【追加情報】

           　　　　当第３四半期連結累計期間　
　　　　　　　　　（自　平成21年２月１日
　　　　　　　　　　至　平成21年10月31日）　

　

　（事業整理損失引当金）

　　　事業整理に伴う損失に備えるため、当第３四半期連結会計期間末

　　における見込額を計上しております。内容は製造卸売グループ総合

　　チャネル卸売事業においてメンズ事業の撤退を決定したことに伴う

　　損失見込額38百万円であります。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年10月31日）

前連結会計年度末
（平成21年１月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、4,030百万円であ

ります。 

※２　保険差益による圧縮額35百万円を取得価額より直接

減額しております。 

※３　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、3,849百万円で

　　あります。

※２　保険差益による圧縮額35百万円を取得価額より直接

　　減額しております。 

※３  資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 ０百万円 投資その他の資産 ７百万円

　４　当座貸越契約

　当社及び連結子会社（株式会社ヴェント・インター

ナショナル）においては、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結しており

ます。当第３四半期連結会計期間末日における当座貸

越契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりであり

ます。

当座貸越極度額 　　　　5,350百万円

借入実行残高 　　　　1,990百万円

差引額   　　　  3,360百万円

※５　四半期連結会計期間末日満期手形等の処理方法

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日は金融機関の休

日のため、四半期連結会計期間末日満期手形が期末残

高に次のように含まれております。

受取手形 　　　　20百万円

支払手形 　　　　54百万円

　また、四半期連結会計期間末日が決済日となってい

る売掛金及び買掛金は実際の決済日に処理しておりま

すので、四半期連結会計期間末日決済売掛金及び買掛

金が期末残高に次のように含まれております。

売掛金 　　　　882百万円

買掛金 　　　　609百万円

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

　４　当座貸越契約

　当社及び連結子会社（株式会社ヴェント・インター

ナショナル、サロット株式会社）においては、運転資

金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越

契約を締結しております。当連結会計年度末における

当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は次のとおり

であります。

当座貸越極度額 　　　　5,945百万円

借入実行残高 　　　　2,265百万円

差引額   　　　  3,680百万円

※５　連結会計年度末日満期手形等の処理方法

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当連結会計年度末日は金融機関の休日のため、連結会

計年度末日満期手形が期末残高に次のように含まれて

おります。

受取手形 　　　　42百万円

支払手形 　　　　88百万円

　また、連結会計年度末日が決済日となっている売掛

金及び買掛金は実際の決済日に処理しておりますの

で、連結会計年度末日決済売掛金及び買掛金が期末残

高に次のように含まれております。

売掛金 　　　　1,270百万円

買掛金 　　　　489百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年10月31日）

　

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　次のとおりであります。 

　

給料手当 3,932百万円

賞与引当金繰入額 261百万円

退職給付費用 275百万円

役員退職慰労引当金繰入額 21百万円

ポイント引当金繰入額 26百万円

貸倒引当金繰入額 4百万円

 

　

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年８月１日
至　平成21年10月31日）

　

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　次のとおりであります。 

　

給料手当 1,303百万円

賞与引当金繰入額 111百万円

退職給付費用 89百万円

役員退職慰労引当金繰入額 7百万円

ポイント引当金繰入額 4百万円

 

　

　 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年10月31日）

　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

　借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年10月31日現在） 

（百万円） 

現金及び預金 3,183

現金及び現金同等物  3,183
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年10月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年２月１日　至　

平成21年10月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式 7,718千株

  

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式 400千株

  

３．新株予約権等に関する事項

　ストック・オプションとしての新株予約権

　新株予約権又は新株引受権の四半期連結会計期間末残高 －  

４．配当に関する事項

（１）　配当金支払額

決議 株式の種類 　配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年３月19日

取締役会
普通株式 146百万円　 20円00銭平成21年１月31日平成21年４月８日 利益剰余金

平成21年９月11日

取締役会
普通株式 146百万円　 20円00銭平成21年７月31日平成21年10月16日利益剰余金

　　　　
　　　　　

　　　　　（２）　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期

　　　　　　　　連結会計期間末後となるもの　　　　

　　　　　　　　　該当事項はありません。

　　　　　　　　
　　　　
　
　
　

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自 平成21年８月１日 至 平成21年10月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自 

平成21年２月１日 至 平成21年10月31日)

　　　当社及び連結子会社は、衣料品事業のみを営む単一セグメントのため、該当事項はありません。

 

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自 平成21年８月１日 至 平成21年10月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自 

平成21年２月１日 至 平成21年10月31日)

　　　本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメ

　　ント情報の記載を省略しております。 

 

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自 平成21年８月１日 至 平成21年10月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自 

平成21年２月１日 至 平成21年10月31日)

　　　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

 

（有価証券関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成21年10月31日）

　　　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はあ

　　りません。　　　

　　　　　　　

EDINET提出書類

クロスプラス株式会社(E02967)

四半期報告書

27/32



（デリバティブ取引関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成21年10月31日）

　　　第１四半期連結会計期間においてデリバティブ取引に係る契約（通貨オプション取引契約及び通貨スワッ

　　プ取引契約）を解約したことから、該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間(自 平成21年８月１日 至 平成21年10月31日)

　　該当事項はありません。　  
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（企業結合等関係）

　　　　当第３四半期連結会計期間(自 平成21年８月１日 至 平成21年10月31日)

　　　　　該当事項はありません。  

　 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年10月31日）

前連結会計年度末
（平成21年１月31日）

１株当たり純資産額 2,652.09円 １株当たり純資産額 2,745.23円

２．１株当たり四半期純損失金額

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年10月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年８月１日
至　平成21年10月31日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △81.33円 １株当たり四半期純損失金額(△) △1.60円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失が計上されているため記載

しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失が計上されているため記載

しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年10月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年８月１日
至　平成21年10月31日）

１株当たり四半期純損失金額   

四半期純損失（△）（百万円） △595 △11

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）

（百万円）
△595 △11

期中平均株式数（千株） 7,319 7,317

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式で、前連結会計年度末から重

要な変動があったものの概要

　　　　　　 － 　　　　　　 －

　　 

（重要な後発事象）

          該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

　当第３四半期連結累計期間(自 平成21年２月１日 至 平成21年10月31日)

　　　リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については通常の賃貸借取

　　引に係る方法に準じた会計処理を行っておりますが、当第３四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は

　　前連結会計年度末と比較して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。
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２【その他】

　（剰余金の配当）

　　　平成21年９月11日開催の取締役会において、剰余金の配当を行うことを次のとおり決議いたしました。

　　　　①配当金の総額　　　　　　 　146百万円

　　　　②１株当たり配当金額　　 　　 20円00銭

　　　　③基準日　　　  　　  平成21年７月31日

　　　　④効力発生日　　　　　平成21年10月16日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年12月８日

クロスプラス株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 水上　圭祐　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 瀧沢　宏光　　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているクロスプラス株式会

社の平成21年２月１日から平成22年１月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年８月１日から平成

21年10月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年２月１日から平成21年10月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、クロスプラス株式会社及び連結子会社の平成21年10月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

　　　　　　　期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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